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地域共生社会の実現
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2040年に向けて社会構造が急速に変化

⚫ 人口構造の急速な変化

2025年から2040年で生産年齢人口は15.0％ 減少

85歳以上人口は42.2％ 増加

⚫ 人口減少の地域差

約３割の市区町村が2050年には人口が半減（2015年比）

特に中山間地域等

⚫ 単身高齢世帯の増加

2020年：738 万世帯（13.2％）→ 2040 年： 1,041 万世帯（18.6％）

⚫ 自助・互助・共助・公助のバランスの変容・支え合いの希薄化
血縁、地縁、社縁などの互助機能が低下

▶ 福祉ニーズの多様化・複雑化
▶ サービスの担い手の減少
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日本は先進7カ国で最も長い健康寿命

出典：Global Health Observatory data (WHO)
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地域共生社会の実現



１．（３） 頼れる身寄りがいない高齢者等への支援の充実

頼れる身寄りがいない高齢者の方や判断能力が不十分な方などが、地域で安心して生活を続けるよう、日常の金銭管理を

はじめとする日常生活支援、入院や入所の手続、亡くなった後の手続など、これまで家族や親族が担ってきた生活上の課題

に対応する仕組みが求められています。

こうした課題に対応するため、日常生活の支援や入院・入所の手続支援、死後の事務支援などを
利用者のうち一定割合以上に無料または低額で提供する事業を、第二種社会福祉事業として位置
付け、多様な主体が支援の提供を担えるようにします。

見直し内容①

福祉サービス利用援助事業 福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業

頼れる身寄りがいない高齢者等 判断能力が不十分な者

日常生活支援（福祉サービス利用援助事業同様）

入院入所等手続支援
（例：手続支援、緊急連絡先の提供、費用の支払代行など）

死後事務支援
（例：葬儀や納骨、家財処分の契約手続、行政への届出など）

資力の要件に該当する者は無料又は低額

又は

対
象
者

事
業
内
容

利
用
料

社会状況の変化
• 単身世帯等の増加
• 成年後見制度の見直しの動き

生活上の課題の例
• 緊急連絡先がなく、入院等の手続
が進められない

• 医療費等の支払いが難しい
• 亡くなった後の手続きを行う人が
いない

• 空き家や家財の処分ができない

拡
充
・
発
展

判断能力が不十分な者

日常生活支援
・福祉サービスの利用援助
・日常的金銭管理サービス
・書類等の預かりサービス

無料又は低額

施行日：①法律の公布後２年以内に政令で定める日、②令和９年４月１日

あわせて、福祉の各分野（介護・障害・生活困窮）における既存の支援体制に関しても、頼れる身寄りがいない高齢者等からの相談

対応等を明確に位置付ける（※１）とともに、地域ケア会議の実施等を通じて関係者間の連携を推進（※２）し、課題解決を進めます。

（※１）頼れる身寄りがいない高齢者等への相談対応について、地域包括支援センターによる総合相談支援事業（高齢者分野）、生活困窮者自立相談支援事

業（生活困窮分野）、障害者相談支援事業（障害福祉分野）の対象として明確化等を行う

（※２）地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の協働・役割分担をさらに進めるため、介護予防ケアマネジメントについて、居宅介護支援事業所が市

町村からの直接委託を受けて実施可能とする

見直し内容②

対応すべき新たな課題
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協議会のイメージ図 （介護分野の例）

２．（１） 福祉人材確保と介護現場の生産性向上等の推進

介護の担い手となる世代の人口が減少する中、将来にわたり必要な介護サービスを安心して受けられる体制を整備すること

が重要な課題となっています。

人材の確保・定着に加え、現場の業務負担を軽減し、働きやすい環境を整える取組を進めること、職員への投資の充実

が求められています。また、地域ごとに人材状況や課題が異なることから、関係者が情報を共有し、協働して解決に取り組む

仕組みが必要です。

見直し内容

① 福祉人材確保のための協議会の設置

公的機関や地域の事業者、養成施設などが集まり、地域の人材状況や課題を共有し、

具体的な確保策を検討・実行する協議会の設置を都道府県の努力義務とします。

② 生産性向上等の取組の促進を図る協議会の設置（※１）

公的機関や事業者団体などが集まり、介護現場における生産性向上や経営改善に向けた課題（※２）

を共有し、その解決に向けた施策を検討する協議会の設置を都道府県の義務とします。

事業者団体・職能団体

市町村

介護福祉士養成施設等

※障害福祉分野も同様の見直しを行う。

介護生産性向上総合相談センター

福祉人材センター
（コーディネーター的役割）

介護労働安定センター

介護事業者

福祉人材確保の協議会
（努力義務）

介護のイメージ改善

理解促進

教育委員会

ハローワーク 

都道府県
（設置主体）

地域の事業者や関係団体が情報を持ち寄り、

人材不足や経営課題を共有しながら、

実効性のある改善策に取り組みます。

地域で課題を共有し、協働で解決

生産性向上等に係る協議会
（設置義務）

生産性向上等による職場環境改善、経営改善支援
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施行日：令和９年４月１日 ※障害福祉分野については、法律の公布後３年以内に政令で定める日

人材確保・定着
（外国人材の確保・定着を含む）

（※１）障害福祉分野も同様の見直しを行う
（※２）見守り機器などの介護テクノロジー

の活用、事業所間の協働化など



２．（２） 介護福祉士養成施設卒業者の経過措置の見直し

介護福祉士は、専門的な知識と技術をもって心身の状況に応じた介護を行うことを業とする国家資格です。

介護現場において中核的な役割を担う人材の確保が求められる中、

国家資格としての信頼性の確保と質の向上を図るため、現在の経過措置を見直します。

見直し内容

① 経過措置の要件の見直し

 令和13年度までの介護福祉士養成施設卒業者については、経過措置として卒業後５年間は資格を持てることとします。

 卒業後６年目以降について、５年間介護の業務に従事した場合に資格が継続する仕組みは終了します。

（※国家試験に合格すれば、引き続き介護福祉士として活躍できます。）

② 准介護福祉士資格の廃止
 暫定的に設けられていた准介護福祉士資格は廃止します。
（既に資格を有している方の資格は引き続き保持されます。）

卒業時点 卒業後１～５年目 卒業後６年目以降

現行
（～令和８年度

卒業者）

試験不合格
介護福祉士 経過措置期間

（卒業後５年）

５年間従事の場合
介護福祉士

従事しなかった場合
資格なし

見直し後
（令和９年度～
13年度卒業者）

試験不合格
介護福祉士 経過措置期間

（卒業後５年）
国家試験に合格しなかった場合

資格なし
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施行日：①公布日、②令和９年４月１日



社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人

少子高齢化や人口減少が進む中、小規模な社会福祉法人が単独で事業を継

続していくことは、今後ますます難しくなることが見込まれます。

これまで社会福祉連携推進法人は、主に人材育成やバックオフィス業務の共

同実施など参加法人への支援を中心に活用されてきましたが、地域の福祉サービ

スを将来にわたり維持していくため、制度のさらなる活用が求められています。

見直し内容

地域に必要な社会福祉事業等を維持し、連携・協働による効果的・効率的な事業を推進するため、制度の見直しを行います。

現状・課題 法改正後のイメージ

社会福祉法人が連携・協働しながら、
地域に必要な福祉サービスを安定的に提供できる体制を強化します。

社会福祉連携推進法人も、地域で必要とされる   
第二種社会福祉事業を実施可能に

地域の福祉サービスの継続を目的に、土地・建物
等の活用を支援

解散時の残余財産を地方公共団体に帰属可能とし、
福祉目的で活用

社会福祉連携推進法人は、主に人材育成や
バックオフィス業務の共同実施など、参加法
人に対する支援を実施

法人運営に係る事務負担が重い

既存の施設や不動産について、貸付条件の調
整が難しく、有効活用が進みにくい

３．（１） 社会福祉連携推進法人制度の活用推進

既存の施設等を有効活用する必要性

代表理事再任時の認可を不要とし、事務負担を
軽減
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施行日：令和９年４月１日

社会福祉法人



３．（２） 災害時に高齢者等を支える福祉支援体制の強化

令和６年能登半島地震では、福祉的支援の初動対応の遅れや、在宅避難者への支援の難し

さが課題として指摘されました。

高齢者や乳幼児、障害のある方など、支援を必要とする方に対し、災害時に迅速に福祉的支

援を行う体制の強化が求められています。

見直し内容

DWATの平時からの体制づくりのイメージ

秘密保持義務

平時の取組

災害時の取組

派遣元施設・事業所の使用者

災害時に要請があった
場合、従事者が活動で
きるよう職場が配慮し
ます。

（避難所等）

都道府県知事

災害時
派遣要請

厚生労働大臣

研修・訓練登録

災害時福祉業務従事者
災害時
福祉業務に従事

災害時に迅速に福祉的支援を行う体制を整えるため、制度の見直しを行います。

① DWAT（災害派遣福祉チーム）の法定化
 災害時に高齢者の相談支援や避難所内での介助などを行う専門チーム（DWAT）を

 法律に位置付け、国がDWATチーム員を登録し、平時から研修・訓練を実施します。

② 派遣を支える仕組みの整備
 DWATの派遣要請に応じて従業者が活動できるよう、勤務先に配慮義務を設けます。

 また、災害時に必要な個人情報を適切に活用できるよう、秘密保持義務を明確にします。

福祉と防災の連携を平時から進めます。

DWAT

災害時に高齢者等を支える

専門福祉チーム
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施行日：令和９年４月１日

DWAT（Disaster Welfare 
Assistance Team：災害派遣福祉
チーム）
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福祉人材確保の現状と課題
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介護職員は272万人（2040年度）が必要

2022年度
（令和4年度）

2026年度
（令和8年度）

２１５万人

２４０万人

２７２万人

～ ～
～ ～

2040年度
（令和22年度）

～～ ～～

～ ～

25
万
人

57
万
人

出典：第9期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について（厚生労働省）
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2024年の介護職員は212万人

出典：介護職員数の推移（厚生労働省）
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介護職員の賃金は改善しているが他産業とは差がある

出典：介護職員数の推移（厚生労働省）職業安定業務統計（2026年6月）（厚生労働省）
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介護職員の賃金の推移

賃金は他産業とはまだ差がある 賃金水準の向上が重要

産業別・職種別の賃金（一般労働者・男女計）

【給与（万円）】

平均年齢 勤続年数 給与

全産業 43.4 10.8 39.6

老人福祉・
介護事業

46.4 8.5 31.9

医師 41.1 5.7 108.4

看護師 40.8 8.5 42

ケアマネ 53.4 11.2 34.7

介護職員 45.5 8.5 31.4
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福祉・介護人材確保が厳しい状況

出典：介護職員数の推移（厚生労働省）、職業安定業務統計（2026年6月）（厚生労働省）
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介護職員の離職率・採用率は低下傾向
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出典：令和6年度介護労働実態調査（(財)介護労働安定センター）
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主な離職の要因や離職防止対策

出典：令和6年度介護労働実態調査（(財)介護労働安定センター）
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っ
た
た
め

自
分
の
将
来
の
見
込
み
が
立
た
な
か
っ
た
た
め

結
婚
・
妊
娠
・
出
産
・
育
児
の
た
め

新
し
い
資
格
を
取
っ
た
か
ら

人
員
整
理
・
勧
奨
退
職
・
法
人
解
散
・
事
業
不
振
等

の
た
め

勤
務
先
に
仕
事
上
の
悩
み
事
の
相
談
が
で
き
な
か
っ

た
た
め

自
分
に
向
か
な
い
仕
事
だ
っ
た
た
め
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介護福祉士養成施設の状況
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0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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入学者【人】 留学生の割合【％】

養成施設数は減少傾向 留学生が半数以上を占める

養成施設数（推移） 養成施設数の入学者数（推移）

出典：厚生労働省調べ
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介護福祉士国家試験の状況
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79151
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60099
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受験者数 合格者数 合格率

全体の合格率は7割程度 合格率には差がある

介護福祉士国家試験受験者数の推移 介護福祉士国家試験の合格率

38.5

33.3 33

37.6
35.1 34.5

93.5 91.9 91.1

2023 2024 2025

特定技能1号 留学生（養成施設ルート）

日本人（養成施設ルート）

出典：厚生労働省調べ
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OECD諸国では外国人介護の割合が増加

出典：OECD Health at Glance 2025

OECD諸国の外国人介護人材の割合
（2024年と2014年）
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福祉人材の確保に向けた対策
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経済財政運営と改革の基本方針2026 ~2026年7月21日閣議決定（抜粋）~

第３章 責任ある積極財政に基づく「中長期経済財政計画」 

２．全世代型社会保障の構築

（２）成長型経済に合わせた持続可能な社会保障制度

（医療・介護等）

医療・介護・障害福祉等の分野の技術の発展と普及を支援し、ＤＸ／ＡＸ、多職種連携を含むチーム医療等

による生産性の向上と職員配置の柔軟化に向けた一層の取組を図るとともに、経営情報の見える化を進め、経

営実態を把握した上で、物価と賃金の変動に適切に対応し、経営の安定、処遇改善を図りつつ、社会保障制度

改革を着実に実行する。

その際、経済・物価の動向が2026年度診療報酬改定時の見通しから大きく変動し、医療機関等の経営状況に

支障が生じた場合には、令和９年度予算編成過程で診療報酬上の加減算を含む更なる必要な調整を行う。次期

介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定では、経営データベースの整備・活用を含め、2026年度診療報酬改定

における各般の取組を参考にしつつ、介護・障害福祉分野の賃上げの状況や介護・障害福祉サービス等事業者

の経営状況等を把握した上で、補装具費支給基準額も含め、物価の変動に適切に対応するとともに、他職種と

遜色のない処遇改善の実現を図る。障害福祉サービス等の費用の急伸への対応を含め、サービスの質の確保・

向上と制度の持続可能性の確保のための報酬や制度の在り方を検討する。あわせて、医療・介護・保育・福祉

等分野の必要なエッセンシャルワーカーの確保を含めたサービス提供体制の全国的維持を図るための制度改革

に速やかに着手する。
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介護人材の確保に向けた主な対策

１ 介護職員の処遇改善

2 多様な人材の確保・育成

3 離職防止・定着促進・生産性向上

4 介護職の魅力向上

5 外国人材の受入れ環境整備
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令和9年度介護報酬改定に向けて（抜粋）

1 改定に当たっての基本認識

我が国の経済が「デフレではない状況」へと移行する中、物価や賃金の上昇等が続き様々な経費が増加するとともに、他産業にお

ける賃上げが進む中で、介護サービスが公定価格であることを踏まえ、経営の安定と介護人材の確保・定着に向けた更なる処遇改善

が必要。（略）生産年齢人口が減少し、介護人材の確保が一層の課題となることが見込まれる中、介護人材の確保・定着や生産性向

上の取組をより一 層推進していくことが必要。

2 介護報酬改定に向けた基本的な視点

① 物価・賃金の上昇等への対応と処遇改善

 • 介護サービス事業者の経営状況や介護分野の賃上げの状況等を適切に把握した上で、物価・賃金の上昇等を介護報酬に適切に反映

し、経営の安定を図るとともに、他職種と遜色のない処遇改善を実現。

② 人口減少・サービス需要に応じたサービス提供体制の構築

③ 地域包括ケアシステムの深化

④ 職場環境の改善と生産性の向上を通じたサービスの質の向上及び介護人材の確保

 •多様な介護人材の確保・定着を推進するとともに、職員の負担軽減や職場環境の改善等につながる取組を推進。 

• 居宅系サービスも含めたAI等の介護テクノロジーの活用、タスクシフト／シェアなどを通じた生産性向上を推進し、職員の負担軽

減、介護サービスの質の確保・向上を実現。 

⑤ 制度の安定性・持続可能性の確保

 
出典：令和8年9月30日介護給付費分科会（厚生労働省）
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福祉人材確保のためのプラットフォームの取組

カイゴのガッコウ（広島県） ちいすけイバラキ（茨城県）

福祉系高校生徒による
介護技術体験

看取りについて語る
クロストーク

地域の多様な人材（介護助手）と介護現場を
マッチング

福祉・介護の魅力を発信するイベント
「カイゴのガッコウ」を実施
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福祉人材センターとハローワークの連携

ハローワークの割合が最多

出典：令和6年度雇用動向調査（厚生労働省）

就職ガイダンス＆就職相談会を開催

就職相談会の様子

17.5%

26.9%

8.1%

12.2%

34.2%

19.1%

21.8%

22.6%

18.6%

19.1%

全産業

福祉分野

ハローワーク 民間職業紹介所 広告 縁故 その他
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介護現場の生産性向上を推進

移乗支援（装着）
介助者のパワーアシストを行う装着型の機器

移乗支援（非装着）
介助者による移乗動作のアシストを行う非装着型の
機器

移動支援（屋外）
高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に運搬
できるロボット技術を用いた歩行支援機器

移動支援（屋内）
高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特にトイレへ
の往復やトイレ内での姿勢保持を支援するロボット技術を用
いた歩行支援機器

排泄支援（排泄物処理）
排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置の調
整可能なトイレ

排泄支援（動作支援）
ロボット技術を用いてトイレ内での下衣の着脱等の排
泄の一連の動作を支援する機器

移動支援（装着）
高齢者等の外出等をサポートし、転倒予防や歩行等を補助
するロボット技術を用いた装着型の移動支援機器

入浴支援
入浴におけるケアや動作を支援する機器

排泄支援（排泄予測・検知）
排泄を予測又は検知し、排泄タイミングの把握やトイレ
への誘導を支援する機器 

見守り（施設）
介護施設において使用する、各種センサー等や外部通信機
能を備えた機器システム、プラットフォーム

見守り（在宅）
在宅において使用する、各種センサー等や外部通信機能を備
えた機器システム、プラットフォーム 

コミュニケーション
高齢者等のコミュニケーションを支援する機器

介護業務支援
介護業務に伴う情報を収集・蓄積し、それを基に、高齢者等
への介護サービス提供に関わる業務に活用することを可能と
する機器・システム

機能訓練支援
介護職等が行う身体機能や生活機能の訓練における各業
務（アセスメント・計画作成・訓練実施）を支援する機器・
システム

食事・栄養管理支援
高齢者等の食事・栄養管理に関する周辺業務を支
援する機器・システム

認知症生活支援・認知症ケア支援
認知機能が低下した高齢者等の自立した日常生活または個
別ケアを支援する機器・システム
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介護のしごと魅力発信ポータル
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災害派遣福祉チーム（DWAT）の活動
※ Disaster Welfare Assistance Team

なんでも福祉相談コーナー
（避難所内）

1 熊本地震（2026年）

7/28に熊本県で最大震度７の地震発生。7/29に熊本DWAT初動

チームが活動を開始。7/30に県庁に災害派遣福祉チーム本部設置

3 能登半島地震（2024年）

1/1に石川県で最大震度７の地震発生。1/6にDWAT先発隊を派

遣。6/30に活動終了、DWAT延べ約1600名を派遣

2 台風15号（2025年）

9/5に台風15号の影響で静岡県で暴風や記録的な大雨が発生。

9/17~10/10までDWATが派遣され、延べ約200名が活動。

戸別訪問、スマホでの調査データの入力
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外国人介護の受入れの仕組み

【
特
定
活
動
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
】

受入れ
の流れ

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

〈就学コース〉

（フィリピン、ベトナム）

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

【
技
能
実
習
】

【
介
護
】

【
特
定
技
能
１
号
】

【

留
学

】

制度
趣旨

特定技能１号

（注）2027年4月に、技能実習の在留資格を廃止し、人材の育成・確保を目的とする育成就労制度が運用開始。

（３年以上）

技能実習在留資格「介護」EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン・ベトナム）

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

介護福祉士国家試験

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士候補者として入国

介護福祉士として業務従事

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士国家試験

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士資格取得（登録）

帰国

実習実施者（介護施設等）の下で
実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験を受検

受検（入国１年後）

受検（入国５年後）

受検（入国３年後）

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

本国への技能移転
専門的・技術的分野の
外国人の受入れ

二国間の経済連携の強化
人手不足対応のための一定の専門性・

技能を有する外国人の受入れ

〈就労コース〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

（注２）

在留
者数

1.8万人1.6万人2.4千人 8万人
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介護分野の育成就労・特定技能

育成就労
３年間

特定技能１号
５年間

在留資格「介護」

技能レベル

育成就労・特定技能制度イメージ

在留資格 育成就労 特定技能1号 在留資格「介護」

目的 人材育成・人材確保 人材確保 専門的・技術的分野の受入れ

在留期間 原則3年 原則5年 制限なし

家族帯同 不可 不可 可

主な要件 一定の日本語能力 一定の技能・日本語能力 介護福祉士資格を取得
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特定技能１号の在留者数等

分野 介護
ビル

クリーニング

リネン
サプライ
（※２）

工業製品
製造業

建設
造船・
舶用工業

自動車整備 航空 宿泊
自動車運送業
（※１）

鉄道
（※1）

物流倉庫
（※２）

受入れ見込数 126,900 32,200 4,300 199,500 76,000 23,400 9,400 4,900 14,800 22,100 2,900 11,400 

在留者数 79,884 10,171 - 62,033 52,132 11,641 5,235 2,803 2,556 558 64 -

受入れ見込数の充足率 63.0% 31.6% - 31.1% 68.6% 49.7% 55.7% 57.2% 17.3% 2.5% 2.2% -

年間増加数
（※３）

24,968 2,753 - 10,970 8,533 996 1,488 985 1,291 548 43 -

分野 農業 漁業
飲食料品
製造業

外食業
林業

(※１）
木材産業
（※１）

資源循環
（※２）

合計

受入れ見込数 73,300 14,800 133,500 50,000 900 4,500 900 805,700 

在留者数 44,050 4,912 100,769 49,060 19 74 - 425,961 

受入れ見込数の充足率 60.1% 33.2% 75.5% 98.1% 2.1% 1.6% - 52.9%

年間増加数
（※３）

9,115 1,070 16,698 13,289 19 72 - 92,838

特定技能1号の受け入れ見込み数・在留者数（2026年6月末）

分野 介護
ビルク
リーニン
グ

建設
造船・
舶用工業

自動車
整備

宿泊
自動車
運送業

農業 漁業 外食業 林業 木材産業
工業製品
製造業

航空 鉄道
飲食料品
製造業

リネン
サプライ

物流
倉庫

資源
循環

合計

特定技能１号 126,900 32,200 76,000 23,400 9,400 14,800 22,100 73,300 14,800 50,000 900 4,500 199,500 4,900 2,900 133,500 4,300 11,400 900 805,700 

育成就労 33,800 7,300 123,500 13,500 9,900 5,200 26,300 2,600 5,300 500 2,200 119,700 1,100 61,400 3,400 6,900 3,600 426,200 

分野全体 160,700 39,500 199,500 36,900 19,300 20,000 22,100 99,600 17,400 55,300 1,400 6,700 319,200 4,900 4,000 194,900 7,700 18,300 4,500 1,231,900 

（参考）分野ごとの受入れ見込み数
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介護分野の特定技能外国人の状況

60 

7 

10 

10 

11

31 

35

48 

52 

326 

422 

434 

472 

564 

1,540 

1,666 

6,112 

7,410 

9,928 

24,313 

26,433 

その他

マレーシア

ロシア

ブータン

キルギス

ウズベキスタン

台湾

韓国

ラオス

バングラデシュ

モンゴル

カンボジア

タイ

インド

中国

スリランカ

フィリピン

ネパール

ベトナム

ミャンマー

インドネシア

特定技能外国人の国籍

19,032 

8,628 

7,037 

6,117 

4,972 

4,203 

2,747 

2,141 

1,771 

1,598 

1,559 

1,397 

1,234 

1,140 

1,124 

972 

696 

643 

475 

389 

3,282 

特別養護老人ホーム

病院

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

介護老人保健施設

通所介護

短期入所生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防短期入所生活介護

障害者支援施設（施設入所支援）

小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能…

生活介護

指定訪問介護

グループホーム（共同生活援助）

地域密着型通所介護

介護医療院

短期入所

居宅介護

第１号通所事業

その他

特定技能外国人の受入れ施設・事業所

インドネシアが最も多い 働く場所は特養、病院などが多い

（出典）厚生労働省調べ（2026年6月末）

（N＝79,884）
（N＝71,157）
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在留資格「介護」の状況

特定技能外国人の国籍 在留資格「介護」の国籍

在留者数は増加傾向 ベトナムが最も多い

（出典）厚生労働省調べ

36 

5

8

11

44

54

54

70

92

117

139

163

283

1,367 

1,381

1,409

1,946

2,040

6,672

その他…

キルギス

マレーシア

ウズベキ…

インド

カンボジア

ブータン

台湾

韓国

バングラ…

モンゴル

タイ

スリランカ

ミャンマー

フィリピン

中国

インドネ…

ネパール

ベトナム

（人）

（N＝15,891）185
592

1714

6284

9328

12227

15891

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
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介護分野の特定技能外国人の受入れ事例

公用語を併記した法人独自のマニュアル

・フロアリーダーとして施設職員をまとめる
（上写真）

・利用者とのコミュニケーション
（右写真）

介護福祉士資格の取得
までサポート

株式会社マザーズ（愛知県名古屋市）
事業内容：介護事業（高齢者グループホーム、障害者グループホーム等）
外国人材の受け入れ実績：外国人介護人材の受入状況 計105名
（ミャンマー、インドネシア、バングラデシュ他）

✓外国人職員を法人全体でバックアップする体制を構築。 外国人職員の頑張
りに応えたいという気持ちから、法人内に「グローバル推進部」を発足。

✓定期的な研修の開催、公用語や母国語でのマニュアル作成。登録支援機関
には、採用や出入国時の送迎、資格取得の学習支援を依頼。

✓年に1回開催される社員総会で外国人職員の日頃の努力や技術力を紹介。
✓施設では、外国人職員１名が管理者を支えるフロアリーダーとして、日本人・
外国人職員をまとめている。



ありがとうございました
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